
※分科会や委員会の質疑内容等は、委員会記録をご覧ください。また、本会議での賛否の状況は、14、15面の議決結果をご覧ください。

常任委員会の審査から

予
算
常
任
委
員
会

【
審
査
案
件
】

予
算
関
係
の
議
案

　
予
算
常
任
委
員
会
に
は
予
算
案
3
件

が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

　
主
な
付
託
案
件
お
よ
び
審
査
内
容
・

結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

議案第103号　一般会計補正予算（第７号）
　�給食費の公会計化および学校徴収金の一括徴収化に伴う口座振替のオ
ンライン受付サービスの導入費用、1,982万円の増額補正

議案第104号　一般会計補正予算（第９号）
　�新型コロナウイルス感染症等が発生した介護施設等に対するかかり増
し経費の補助など、７億9,152万円の増額補正のほか、債務負担行為
（複数年度にわたり支出を予定する事業）補正として、本庁舎改修工事
などを追加

主　な　付　託　案　件

議案第103号　一般会計補正予算（第７号） 全員賛成で
承  認

議案第104号　一般会計補正予算（第９号） 全員賛成で
承  認

〈主な内容〉

〈内容〉
○教育総務事業� 1,982万円
　�給食費の公会計化および学校徴収金の一括徴収化
に伴う口座振替のオンライン受付サービスの導入
費用

○�ウェブ上での口座振替手続きの要望がでることは、令和４年度当初予算の検討時に見通せたことであり、当初
予算に計上できた内容であった。今後は、どの事業においても綿密な事業の組み立てと、熟慮した上での予算
提案を行うよう強く求める。

○高齢者福祉施設補助事業� 4,718万円
　�介護施設等における陰圧装置の設置および個室
化を行う事業所に対する補助

○高齢者施策推進事業� 3億76万円
　①�新型コロナウイルス感染症等が発生した介護

施設等に対するかかり増し経費の補助
　②�介護サービス事業所等に対する物価高騰に係

る応援金の支給

〈賛成意見の概要〉
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〈賛成意見の概要〉

○障害福祉サービス等事業者支援事業�
� 2,560万円
　�障害福祉サービス事業所等に対する物価高騰に
係る応援金の支給

○特定教育・保育施設等運営支援事業�
� 4,330万円
　保育所等に対する物価高騰に係る応援金の支給

○公立保育所管理事業� 450万円
　保育所における複合・大型遊具の更新費用

○公立幼保連携型認定こども園管理事業�
� 700万円
　�幼保連携型認定こども園における複合・大型遊
具の更新費用

○小学校管理事業� 1億4,466万円
　小学校における遊具・体育器具の更新費用

○公立幼稚園管理事業� 3,500万円
　幼稚園における複合・大型遊具の更新費用

○吹三地区公民館整備事業� 1,347万円
　吹三地区公民館の解体撤去工事に伴う経費

○�本庁舎改修工事は利用する当事者への説明や意見を聞く機会を設けることなく、執行部の一存で進められて
おり、議会への報告や市民に対する丁寧な説明が必要であった。市民の利便性向上、バリアフリー対応の観
点からも検証は十分とはいえないため、工事開始までに、再度精査を行う必要がある。

○�本庁舎の本格的な建て替えを見据える中で、今回27億円をかけて本庁舎を改修することは、今後の計画の
選択肢を狭めることとなり、今回の工事により庁舎計画はほぼ固定されてしまう。また、設備によっては新
庁舎で継続して活用せずに耐用年数を残して破棄されるものがあり、抜本的な見直しが必要である。

吹三地区公民館

　
政
務
活
動
費
の
不
明
瞭
な
入
出
金
等
に
係
る
調

査
特
別
委
員
会
の
設
置
案
等
を
審
議
す
る
た
め
、

１0
月
26
日
に
１0
月
臨
時
会
を
開
き
ま
し
た
。
議
員

か
ら
提
出
さ
れ
た
市
会
議
案
1
件
、
市
長
か
ら
提

出
さ
れ
た
1
件
の
案
件
は
、
す
べ
て
議
決
等
を
し

ま
し
た
。（
議
決
結
果
、
賛
否
一
覧
表
は
、
１5
面
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。）

　
臨
時
会
で
の
審
議
の
概
要
は
、
次
回
の
市
議
会

だ
よ
り
に
掲
載
し
ま
す
。

　
政
務
活
動
費
の
不
明
瞭
な
入
出
金
等
に
係
る
調

査
特
別
委
員
会（
通
称
：
１
０
０
条
委
員
会
）の
日

程
等
は
決
ま
り
し
だ
い
市
議
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

て
公
開
し
ま
す
。

１０
月
臨
時
会
を
開
催

１
０
０
条
委
員
会
を
設
置

100条委員会とは
　地方自治法第100条を根拠とす
る議会の調査権を「100条調査権」、
議会からその調査権を委任された
委員会のことを「100条委員会」と
いいます。
　地方公共団体の事務について調
査し、関係者の出頭や証言を求め
たり、記録の提出を請求すること
ができます。
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議案第97号　�南消防署南正雀出張所建設工事（建築工事）�
請負契約の締結

議案第80号　高年齢職員の部分休業に関する条例の制定ほか６件�☆ 全員賛成で
承  認

議案第87号　職員の育児休業等条例の一部改正 全員賛成で
承  認

全員賛成で
承  認

〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

○非管理監督職と暫定再任用との給料額の差
○定年引き上げに伴う人件費の増加見込み額および新規採用者数への影響
○勤務延長型で特例任用する基準
○現行の役職者としての再任用と新たに創設する管理監督職との任用基準の差異
○65歳まで働き続けられる職場環境を整備するため、各職場で検討組織を設置する必要性

○会計年度任用職員の育児休業取得の促進
○育児休業を取得しやすい職場環境の構築
○育児休業の取得を躊

ちゅう

躇
ちょ

する職員への対応
○育児休業取得に伴う業務の引き継ぎを徹底する必要性
○同一職場で、複数人から育児休業取得の申し出があった場合の対応

○電気設備工事や機械設備工事などを別途発注する理由とその発注による工期への影響

財
政
総
務
常
任
委
員
会

【
審
査
分
野
】

防
犯
・
防
災
、
消
防
、
行
財
政
な
ど

　
財
政
総
務
常
任
委
員
会
に
は
条
例
案

等
９
件
が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

　
付
託
案
件
お
よ
び
主
な
審
査
内
容
・

結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

議案第80号　高年齢職員の部分休業に関する条例の制定ほか６件 ☆(※)
　�高年齢職員の部分休業に関し必要な事項を定めるものや、職員の定年引
き上げに伴い、条例の一部改正を行うものなどです。

　※ほかの６件の議案名などは、14面の議決結果をご覧ください。
議案第87号　職員の育児休業等条例の一部改正
　非常勤の職員の育児休業の取得要件の緩和等を行うものです。
議案第97号　南消防署南正雀出張所建設工事（建築工事）請負契約の締結
　２億3,640万円で請負契約を締結するものです。

付 託 案 件
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○�経済的な理由で給食費を滞納されるなどの事象があった場合は、学校現場と連携して丁寧に対応されたい。
また、新型コロナ対策や物価高対策など、その情勢に合わせた、学校給食費の時限的な無償化は実施すべき
である。併せて、本来学校給食は教育の一環であり、義務教育の下で学校給食費は無償化すべきであるため、
その実現に努力されることを強く求める。

全員賛成で
承  認

全員賛成で
承  認

〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

文
教
市
民
常
任
委
員
会

【
審
査
分
野
】

教
育
、
文
化
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
な
ど

　
文
教
市
民
常
任
委
員
会
に
は
条
例
案

等
２
件
が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

　
付
託
案
件
お
よ
び
主
な
審
査
内
容
・

結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

議案第81号　学校給食費条例
　学校給食費の徴収に関し必要な事項を定めるものです。

議案第100号　教育用Windowsタブレット（GIGAスクール構想対応用）
　　　　　　　追加購入契約の締結
　１億890万円で購入契約を締結するものです。

議案第81号　学校給食費条例

議案第100号　�教育用Windowsタブレット�
（GIGAスクール構想対応用）追加購入契約の締結

配備されるWindowsタブレットPC

○�学校給食費の減免について市長が特に必要があ
ると認めるときの具体的な事例

○�学校給食費の減免規定があることを保護者に周
知する必要性

○�本条例制定においてパブリックコメントを実施
しない理由

○�本条例がない現状における学校給食費の徴収根
拠

○�当初購入時と今回の追加購入における契約単価
の差異

○�今回の中学校用タブレットの仕様が小学校用と
異なる理由

○落札者の固定化への懸念と今後の見通し

○�条例化を機に学校給食費の取り扱いが変更とな
る内容の有無

○�本条例制定により学校現場において軽減される
業務内容

○�学校給食費未納者への督促業務を外部委託する
可能性

○�本条例制定後に学校給食費の無償化を行う場合
の条例改正などの手続きに関する手法

付 託 案 件

〈賛成意見の概要〉
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〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

健
康
福
祉
常
任
委
員
会

【
審
査
分
野
】

福
祉
、
医
療
、
子
育
て
な
ど

　
健
康
福
祉
常
任
委
員
会
に
は
条
例
案

２
件
が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

　
付
託
案
件
お
よ
び
主
な
審
査
内
容
・

結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

議案第90号　教育・保育施設条例の一部改正
　岸部保育園を民営化するものです。

議案第91号　後期高齢者医療に関する条例の一部改正
　督促状の発付期限および督促状で指定する期限の変更を行うもので
す。

付 託 案 件

全員賛成で
承  認議案第91号　後期高齢者医療に関する条例の一部改正

〈反対意見の概要〉

議案第90号　教育・保育施設条例の一部改正 賛成多数で
承  認

○�移管後の保育内容等における独自取り組みの有
無

○�移管後に園舎の建て替えなどをする場合の市の
支援内容

○民営化の効果検証を行う具体的な時期
○�民営化により確保した財源のこれまでの使途と
今後の計画

○�令和元年に岸部保育園の民営化に伴う協定の解
除に至った法人に対して、市が昨年提起した訴
えの現在の状況

○�本条例改正による市民へのメリットおよび督促状
発付数の減少見込み

○督促状の誤発送防止の取り組み

○�民営化により確保した財源の活用も不明確であり、保護者が求めてきた検証や、すでに民営化した園で起き
た課題の検証もしていない。公立保育園が一定数あることは、保育事業の水準を引き上げる大きな材料にな
ると考える。公立保育園の減少は本市の保育全体に関わる問題であり、賛成できない。

民営化する岸部保育園
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〈主な質疑項目〉

〈賛成意見の概要〉
○�条例改正案は、条文に新たに迷惑行為での明け渡し請求を事由として追加するということだが、居住者の生
活実態や、また客観的な事実についての判断が必要であり、より慎重に取り組むよう要望する。

〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

建
設
環
境
常
任
委
員
会

【
審
査
分
野
】

道
路
、
公
園
、
水
道
、
環
境
な
ど

　
建
設
環
境
常
任
委
員
会
に
は
条
例
案

等
４
件
が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

　
主
な
付
託
案
件
お
よ
び
審
査
内
容
・

結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

議案第92号　市営住宅条例の一部改正
　�岸部中住宅の一部および岸部北住宅の廃止等を行うとともに、明け渡
し請求事由の規定の明確化を行うものです。

議案第95号　 千里ニュータウン地区計画の区域内における建築物の制限
に関する条例の一部改正

　�北部大阪都市計画千里ニュータウン地区地区計画に新たに追加した地
区整備計画の区域内における建築物に関する制限を定めようとするも
のです。

議案第99号　 資源循環エネルギーセンター２号灰溶融炉整備用耐火物部
品購入契約の締結

　8,789万円で購入契約を締結するものです。

全員賛成で
承  認

議案第95号　�千里ニュータウン地区計画の区域内における�
建築物の制限に関する条例の一部改正

全員賛成で
承  認

議案第99号　�資源循環エネルギーセンター２号灰溶融炉�
整備用耐火物部品購入契約の締結

全員賛成で
承  認議案第92号　市営住宅条例の一部改正

○�明け渡し請求事由に該当する迷惑行為の判断を
行う主体

○�市営住宅入居者に対する本条例の改正内容の周
知方法

○迷惑行為の詳細を具体的に定める必要性

○市営住宅の今後の供給予定戸数

○�新たに追加した地区整備計画の区域内における
公共施設等の整備予定の有無

○�今後実施予定の同計画の区域内の開発と区域外
の千里北公園の再整備について、各所管が調和
のとれたまちづくりを連携して進める必要性

○�他の事業者から耐火物部品を購入できない理由
および契約方法等の見直しの検討

○�長期継続契約の締結等による耐火物部品に関す
る購入方式の変更の可否

○�耐火物部品の交換周期
灰溶融炉を有する資源循環エネルギーセンター

主　な　付　託　案　件
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